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平成３０年第４回北海道議会定例会 保健福祉委員会（最終日前日）開催状況

開催年月日 平成３０年１２月１２日（水）

質 問 者 日 本 共 産 党 佐野 弘美 委員

答 弁 者 地域医療推進局長 三瓶 徹

地 域 医 療 課 長 小川 善之

道立病院局次長 湯谷 隆博

病 院 経 営 課 長 福原 靖博

質 問 内 容 答 弁 内 容

一 控除対象外消費税について
医療機関では社会保険診療報酬が非課税であるた

めに、食品や医薬品、増改築などすべての仕入れに
かかった消費税が控除されず、多額の控除対象外消
費税、損税が発生し、医療機関が身銭を切って支払
う状態が続いています。国は、診療報酬により補塡
するとしてきましたが、先月国会では、消費税８％
増税に伴う、補塡不足が明らかとなり、病院の経営
を圧迫している。また、国民負担が増大する診療報
酬の上乗せではなく、抜本的な解決が必要だ、など
議論がされたと承知しています。今後、消費税が１
０％へ増税されれば、北海道の地域医療を守る上
で、さらに困難が増すことが懸念されることから、
以下伺います。

（一）道立病院について 【病院経営課長】
道立病院事業会計における２０１７年度の控除対 控除対象外消費税についてでございますが、道立

象外消費税の負担額を伺います。また、税率が１０ 病院事業会計におけます、平成２９年度の控除対象
％となった場合の負担額はどうなるのか、併せて伺 外消費税は、約４億３,３２０万円となっていると
います。 ころでございます。これをベースに、税率が１０パ

ーセントとなった場合には、約５億４,１５０万円
となり、約１億８３０万円増加する見込みでござい
ます。

（二）医業収益との比較について 【病院経営課長】
１億円以上の負担増は大変なことと思います。２ 医業収益との比較についてでございますが、平成

０１７年度の病院事業会計における医業収益は、ど ２９年度の病院事業における医業収益は、約７８億
のくらいであったのか、また、控除対象外消費税は ２９４万円となっておりまして、負担した控除対象
その収益に対して、どのくらいの割合なのか併せて 外消費税は、医業収益の約５．６パーセントに相当
伺います。 するところでございます。

（三）道立病院の経営への影響について 【道立病院局湯谷次長】
すでに、５．６％も負担していることは、経営に 道立病院の経営への影響についてでございます

大きな影響を及ぼしていると思います。消費税が増 が、国では、現在、医療に係る消費税のあり方につきま
税になった場合、さらに大きな負担となって、経営 して、検討していると承知をしており、現段階で収
を圧迫すると思いますが、どのような認識か伺いま 支の見通しを立てることはできないところでござい
す。 ます。道立病院局といたしましては、全国自治体病院

協議会などを通じまして、消費税率の引き上げによっ
て病院経営が圧迫されることのないよう、「医療機
関に対する消費税制度の改善」につきまして国に対し、
要望しているところでございまして、今後におきまして
も、国の動向を注視してまいる考えでございます。

（四）消費税増税の自治体病院等への影響について 【地域医療課長】
小樽市の病院企業会計では、控除対象外消費税が 消費税増税の影響についてでありますが、医療機

２０１７年度で３億１，３００万円を超え、１０％ 関における社会保険診療は非課税となっており、患
増税で３億９，０００万円に上ることが明らかにな 者から消費税を徴収しておりませんが、診療のため
っています。このように控除対象外消費税は自治体 の医薬品や医療機器などの購入の際に医療機関が支
病院等の経営を圧迫し、地域医療の存続に悪影響を 払っている消費税につきましては、納税時に控除さ
与えると考えますが、道の認識を伺います。 れておらず、医療機関が負担しているところでござ

います。このため、自治体病院をはじめとする医療
機関の消費税負担につきましては、診療報酬改定に
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おきまして、必要額の上乗せによって対応されてき
たところでございまして、平成３１年１０月に予定
されている消費税率の引き上げに向け、現在、国に
おきまして、診療報酬改定による対応等を検討して
いると承知しております。

診療報酬改定における必要額の上乗せが不足して
いた、医療機関等の負担になっていたと国会での議
論だったと思いますが、道内の地域医療の存続にも
関わる実態であることを道は認識するべきです。

（五）消費税増税に対する道の対応について 【地域医療推進局長】
消費税の増税は地域医療を疲弊させるものであ 道の対応についてでございますが、日本医師会や

り、医療団体等から危惧する声も聞こえています 病院関係団体などでは、社会保険診療に係る消費税
し、提言も出されていると承知していますが、道と 制度のあり方につきまして、医療機関の経営圧迫や
してどのように対応していくのか伺います。 患者負担の増加とならないよう、制度を改めるべき

との提言が公表されたところでございます。国で
は、医療に係る税制のあり方につきまして、総合的
な検討を行うこととしており、道といたしまして
は、全国知事会と連携しながら、社会保険診療に係
る消費税の取扱いにつきまして、地域医療体制確保
の観点から、速やかに対策を講じるよう国に要望を
行っているところでございます。

今年８月、日本医師会、歯科医師会、薬剤師会、
四病院団体協議会がまとまって、診療報酬への補填
を維持した上で、申告により補填の過不足に対応す
るよう求める提言を出されました。国は、診療報酬
への上乗せを検討しているとのことですが、診療報
酬への上乗せは患者の窓口負担や医療費の増額につ
ながり、国民の負担に跳ね返ります。社会保険診療
報酬の非課税原則とも矛盾します。輸出業に対して
は輸出戻し税があり、莫大な利益を上げていても全
額消費税が還付されています。一方で、赤字に苦し
みながらも地域医療を守るために頑張っている医療
機関にはまったく還付しない、消費税分を医療費に
上乗せして道民に負担をかぶせるのはまったくおか
しなことです。道は、地域医療と道民生活を守る立
場で控除対象外消費税が地域医療に及ぼす影響を把
握、認識し、国に対してもしっかり要望などもして
いくべきだということを求めて質問を終わります。


